
第 6期滝上町総合計画

（ダイジェスト版）
【基 本 構 想】 ２０１９年度 ～ ２０２８年度

【前期基本計画】 ２０１９年度 ～ ２０２３年度

人と自然とがつながり 幸せを実感できるまち

～ 人いきいき 町わくわく 童話村たきのうえ ～

北海道滝上町



1

１ 計画策定の趣旨

総合計画の策定は、平成 23年度の地方自治法改正で、策定義務が廃止され、市町村の判断に委
ねられましたが、本町においては、従来通り総合計画を最も重要な計画と位置づけ、「滝上町総合
計画策定条例」を制定し、「総合計画基本構想」について議会議決を得ることとしました。
滝上町においては、人口減少に伴う、少子高齢化対策や公共サービスの維持、産業振興や生活

基盤の整備、大規模災害等を想定した防災体制の充実など様々な課題が山積しています。
総合計画は、滝上町にこれからも安心して暮らし続けるために、町民と行政がどのような方向

でまちづくりを進めていくかの施策を示すものであり、厳しい社会情勢にあって、限られた財源
の中で、持続するまちづくりを進めると同時に、「童話村構想」にもある「人がいきいき」とこの
町で暮らしていくため町民、企業、行政が力を合わせて実施していく計画です。

２ 計画の性格

総合計画は、「滝上町総合計画策定条例」で定められている滝上町における最上位計画で、次の
ような性格を持った計画です。
⑴ まちづくりの指針
⑵ 行政運営の指針
⑶ 町民と行政が協働で取り組む指針
⑷ 国や北海道などの関係機関に向けた指針

３ 計画の構成と期間

「第６期滝上町総合計画」の構成や期間は次のとおりです。
年 次 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０
西 暦 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

基本構想
滝上町におけるまちの将来像を展開し、その実現のための基本的な方向を示

します。 ２０１９～２０２８年度（10年間）

基本計画

基本構想に示した将来像の実現のため、分野毎に施策の方向性と重点的に実
施する取組を示します。

前期基本計画
２０１９～ ２０２３年度

後期基本計画
２０２４～２０２８年度

（２０２３年度までに見直し）

実施計画

基本計画に定めた施策を推進するため、その手段として実施していく事業を
位置づけるもので、毎年度見直し、各年度の予算編成の基本となります。
財政計画と合わせて作成します。

前期実施計画
２０１９～ ２０２３年度

後期実施計画
２０２４～２０２８年度

（２０２３年度までに見直し）
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４ 基本構想（2019～2028年度）

滝上町は、四方を山に囲まれ、オホーツク管内４番目の広大な面積をもち、面積の 88％が森林
となっています。市街地には、渚滑川が流れ、その渓谷は、「錦仙峡」として景勝地になっていま
す。気候は盆地特有であり寒暖差が大きく、特に冬は厳しい寒さが続きます。
基幹産業として、自然の恵みを活かした、農業、林業と、芝ざくら滝上公園やハーブガーデン、

錦仙峡などの地形を活かした観光を展開しています。
町民ワークショップや中学生アンケート調査の意見では、滝上町の良さは、自然の豊かさや、

地震等の災害の少なさがある一方、人口減少の影響による学校の閉校や商店の廃業等による不便
さなどが課題と考える意見が多くあります。また、産業や医療福祉分野等における担い手不足が
大きな課題となっています。
人口減少は、全国的な傾向であり、本町にとっても避けられない課題でありますが、豊かな自

然の恵みを活かし、小さな町であることの良さを感じ、町民それぞれが互いに支え合い、暮らし
ていくことで、幸せを実感できるまちづくりを目指します。

人と自然とがつながり 幸せを実感できるまち

～ 人いきいき 町わくわく 童話村たきのうえ ～

をまちの将来像とします。

l 自然の恵みを有効に活用した、農業、林業の振興。
l 交流人口の増加と経済効果をもたらす観光の振興。
l 小さい町ゆえに住民と住民が見える関係を築き、子育て、防災、見守りなどの活動において

地域力を活かし、安心して暮らしていけるまち。
l 行政と住民、住民と住民が互いに助け合い、尊重する協働のまちづくり。
l 住んでいて良かったと思えるまちづくり。

「童話村構想」が目指す「住んでいて、訪れて心地よいまちづくり」にも通じる目標です。
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５ 前期基本計画（2019～2023年度）

１ 産業 ～ 自然の恵みを活かす

分野 ポイント 主な施策

農

業

酪農と畑作の相乗効果を活かした耕

畜連携型農業を進めるとともに、国が

進めるスマート農業や分業化などによ

る効率化や規模拡大を推進します。

l 農業基盤強化（土づくり、基盤整備）
l 共同化、法人化の支援
l 農業の自動化（ロボット技術等の活用）
l 地域（加工）農産物作付安定化

l 労働補完による分業化の体制づくり
l 担い手・雇用就農者・ヘルパー確保
l 食育・地産地消の推進

林

業

戦後植林された人工林が主伐期を迎

えるため、伐採後の植林、保育、育林体

制を整え、林業の活性化を図ります。

バイオマス産業都市構想に基づき、

森林資源の地域内循環による有効活用

を進めます。

l 林業担い手の確保
l 林道整備、森林施業の集約化
l 林業機械導入支援
l 私有林の植林支援
l バイオマスエネルギーの活用によるエネ
ルギーの地域内循環の推進

観

光

芝ざくら観光を核として滝上町の観

光資源を活かした通年型観光を目指

し、一般社団法人 滝上町観光協会が

軸となって経済効果に結びつける「稼

ぐ」観光を目指します。

l 観光協会を中心とした、町内全域を一体
的にマネジメントする体制の確立

l 稼ぐ観光の体制づくり
l 観光資源を支える専門職員育成
l 訪日外国人観光客（インバウンド）の受
け入れ体制の強化

商
工
業

雇

用

内需拡大につながる施策を実施する

とともに、地域産品の付加価値を高め

産業の活性化を図ります。

町内産業において、担い手の確保が

難しい状況となっており、地域の産業

を支える人材の育成と確保を積極的に

推進します。

l 設備投資、雇用促進の支援
l 商店街の活性化（商工会の支援）
l 地場産品開発の推進
l 産業を支える人材の育成と定住促進

２ 保健・医療・福祉 ～ 地域と支える子育て・健康・福祉

分野 ポイント 主な施策

保

健

医

療

「自分の健康は自分で守る」を基本に、

「町民ミニドック」「ガン検診」、健（検）

診後の健康指導を実施し、一人一人の

自主的な健康づくりの取り組みを支援

します。

安心して医療が受けることができる

体制を確保します。

l 各健（検）診体制や保健指導の充実
l 住民の主体的な健康づくりの支援
l 生活習慣病等の予防のための体験機会の
提供

l 予防接種勧奨と正しい知識の普及
l 安心して医療が受けられる体制の確保
l 国保病院の方向性と建て替えの検討



5

分野 ポイント 主な施策

社
会
保
障

医療保険（国保、後期高齢者）や介護

保険の適切な運用と、健康づくりや介

護予防など、医療費等適正化の取組み

を実施します。

社会的弱者や子どもに対する医療費

の軽減を行います。

l 医療・介護保険制度の適切な運営
l 地域が支えあう介護予防事業の推進
l 重度心身障がい者や子ども等の医療費
を補助

福

祉

住民が主体的に共助し合いながら、

地域福祉機能を維持するしくみや、高

齢者が生きがいを持てる場づくりのほ

か、支援を必要とする方が適切な福祉

サービスが受けられる体制を確保しま

す。

l 住民共助の地域福祉体制の確立
l 福祉担い手の確保
l 高齢者が生きがいを持てる機会の拡充
l 高齢者、障がい者施設の充実を支援
l 障がい者の就労などによる自立を支援

子

育

て

安心して子育てができるよう母子保

健事業や、子育て支援体制を充実させ

るとともに、地域全体で子育てを支え

る環境づくりを進めます。

子育てに関する相談・支援が総合的

にワンストップで行うことができる体

制の整備を行います。

l 出産準備金の支給、不妊治療費助成
l 子育てに関する学習会の開催
l ニーズに合った保育サービスの確保
l 乳幼児期、入学期に子育て応援金を支給
l 18 歳までの子供の医療費を無料化
l 「子育て支援室」機能の充実
l 児童虐待の早期発見、相談支援の強化
l 子育て窓口の一元化（ワンストップ化）

３ 生活基盤 ～ 快適で安全安心な暮らし

分野 ポイント 主な施策

住
宅
環
境

公営住宅の計画的な整備と、持ち家

促進施策を実施し、持続可能な住環境

の維持・向上を図ります。

景観を意識したまちづくりを進めて

いきます。

l 公営住宅の計画的建て替えと改修の実施
l 新築、中古住宅の改修支援による定住促
進

l 「花」「建物の色彩統一」「危険廃屋の撤
去」などの景観保全の実施

道
路
交
通
網

河

川

道路、橋梁などを損傷が小さいうち

に修繕し適切な維持管理を行うととも

に、河川においては、増加する局地的豪

雨災害への予防保全を目的とした河川

維持を行います。

住民の安全な交通手段である公共交

通を確保します。

l 国、道等の関係機関に対する改善要望を
継続して実施

l 長期的な計画に基づく道路の予防保全
l 適切な除雪による冬期交通の確保
l 河川氾濫防止対策を計画的に実施
l ニーズに合った公共交通を確保

公
園

住民の憩いや交流の場、また子ども

の遊び場でもある公園の適切な管理を

行います。

l 定期的に遊具等の点検を実施し、不具合
箇所は、修繕、更新

l 使用実態を踏まえた公園のあり方を検討

上
下
水
道

安全安心で、おいしい水道水と、衛生

的で快適な生活環境を維持するため上

下水道施設の適正な維持管理を行いま

す。

l 高濁度・高色度に対応し得る浄水場に更
新

l 下水道施設の計画的な調査・整備
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分野 ポイント 主な施策

環
境
衛
生

一般廃棄物の適切な分別によるごみ

の減量化、再資源化による循環型社会

を推進します。

し尿処理は紋別市で共同処理を行う

ための施設整備を行います。

衛生環境を維持するため合併処理浄

化槽の設置を促進します。

l 共同処理による効率的なごみ処理の実施
l 適切なゴミ処理、減量化、リサイクル推
進の周知徹底

l 住民や関係機関と連携した公害の未然防
止

l 霊園・火葬場施設の適切な維持管理

消

防

防

災

消防、救急体制の整備充実、住民への

啓発活動と防災訓練により、住民が自

らで守る「自助」や地域が共に助け合う

「共助」につながる体制づくりを図り

ます。

l 消防団員の確保、装備の充実と火災・災
害対応訓練の実施

l 緊急車両、資機材の適正な整備
l 緊急時の対応マニュアルの整備
l 住民への啓発と防災訓練の実施
l 緊急情報の迅速な発信体制の整備

交
通
安
全

防

犯

交通安全思想の普及による交通事故

を減らす取組み、特殊詐欺などの被害

に遭わないよう、情報提供・見守り・相

談体制の充実を図ります。

l 交通危険箇所の解消
l 交通安全意識の向上
l 防犯意識の向上と体制の強化
l 関係機関と連携した消費者保護体制の強
化

情
報
基
盤

光ファイバー網の維持管理を行い、

災害や緊急時の情報通信手段と、便利

で快適な生活を確保します。

l 光ファイバー網を防災や健康など様々な
分野での利活用を促進

l 携帯電話不感地帯解消のための関係機
関への働きかけの継続

土
地
利
用

土地境界の適切な管理を行うため地

籍調査を継続して実施します。

l 土地の適切で有効な利用の推進
l 地籍再調査を継続して実施

４ 教育・文化 ～ 地域が育む教育の充実

分野 ポイント 主な施策

学
校
教
育

自ら考え、伝え、課題に対して意欲的

に取り組み解決する力を身につける教

育の充実。子どもたちが安心して教育

を受けられるための支援、地域と連携

した学習環境の整備を図ります。

l 主体的に学ぶ学習指導の推進
l 自然に親しむ教育を推進
l 障がい等のある児童生徒への指導・支援
の充実

l 放課後子ども教室の設置
l 高校就学に係る経済的負担の軽減
l 地域と一体となった学校づくり

社
会
教
育

多様なニーズを把握し、生涯学習の

機会の充実や地域コミュニティの活性

化、文化活動や健康づくりにもつなが

るスポーツの振興を図ります。

l ライフステージに合った学ぶ機会の充実
l 子どもの読書力を高める事業を実施
l 住民同士が学び合う機会の提供
l 施設と事業を一体的に行う体制の整備
l 芸術・文化・スポーツの振興
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※ 持続可能な開発目標（SDGs）

国、北海道が推進している国際目標であり、第 6期滝上町総合計画を実現するために、滝上町

においてもこの考えを取り入れ取組みを推進していきます。

第６期滝上町総合計画ダイジェスト版
発行日／平成31年３月

発 行／滝上町

編 集／滝上町まちづくり推進課

〒099-5692 北海道紋別郡滝上町旭町

TEL 0158-29-2111 FAX 0158-29-3588

ホームページ http://www.town,takinoue.hokkaido.jp

５ 協働 ～ 住民が主役のまちづくり

分野 ポイント 主な施策

ま
ち
づ
く
り

まちづくり基本理念である「童話村

構想」を意識し、住民が主体的に取り組

む協働のまちづくりを推進するととも

に、防犯、見守り、防災など果たす役割

が大きくなっている町内会活動を活性

化させるための支援を行います。

l 協働のまちづくり（童話村構想）の推進
l 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）※の推
進

l 地域防災力の向上
l 町内会活動への支援

地
域
間
交
流

移

住

定

住

友好交流町との交流をはじめ、様々

な地域間交流を実施し、移住や経済交

流に繋げる取組みを進めます。

l 高知県越知町との交流の継続
l 地域間交流による経済交流の推進
l 移住定住につながる取組みの実施

行
財
政
運
営

住民との情報共有（行政情報の発

信）、効率的な行政運営、行財政改革実

施計画に基づく改革の実行による持続

可能な財政運営を実施します。

l 住民が必要とする情報を提供
l 効率的な電算システムの導入
l 行財政改革実施計画に基づく改革の推進


